
一般会計

特別会計
※一般会計から特別会計への繰出金を除く

◎ 危機管理費　（防災・危機管理担当部　防災・危機管理課） 15,000

・自主防災組織育成業務

・切れ目のない全世代型防災リーダー育成事業

　　　（マイ・タイムライン作成アプリ開発事業）

国　1/2

◎ 市民活動推進費　（坂の上の雲まちづくり部　まちづくり推進課） 35,500

・コミュニティ活動振興事業

◎ 学校教育総務費  （教育委員会事務局　学校教育課） 13,200

● ●新型コロナウイルス対策修学旅行等支援事業

◎ 小学校建設費  （教育委員会事務局　学習施設課） 60,000

・小学校施設マネジメント事業

国　1/3

〈 文 教 消 防 関 係 〉

町内会等が実施するコミュニティ活動用具の整備に対し、（一財）自治総合センターの
助成を活用し補助する。

　感染症の影響で、修学旅行及び自然体験活動の延期や行程変更により発生したキャ
ンセル料や追加費用を補助し、保護者の経済的負担を軽減するとともに、感染症対策を
徹底した安全な修学旅行等を実現する。

　石綿含有建材の規制対象を拡大する法改正を受けて調査した結果、大規模改修工事
中の小学校で床の接着剤等を除去する必要が生じたため、除去工事等を行う。

令 和 4 年 度 6 月 補 正 予 算 事 業 概 要

（単位：千円）

19事業 5,072,678

１． 一 般 会 計 5,608,487

〈 総 務 理 財 関 係 〉

4,000

自主防災組織連合会が実施する防災資機材などの整備に対し、（一財）自治総合セン
ターの助成を活用し補助する。

11,000

災害発生時の早期避難による逃げ遅れゼロを目指し、スマートフォンやタブレットでマ
イ・タイムラインを作成・利用できるアプリを開発する。

補 助 率

補 助 率

【内訳】　 17事業 4,990,091

2事業 82,587

※物価高騰・感染症対策関連事業（下記●事業）

新



◎ 文化財保護費  （教育委員会事務局　文化財課） 18,449

・文化財保存顕彰事業補助

◎ 学校給食費  （教育委員会事務局　保健体育課） 125,034

● ●物資共同購入事業

　　　（学校給食食材費の価格上昇分臨時負担事業）

・よりよい学校給食推進事業

（債務負担行為）

◎ 非常備消防費  （消防局　地域消防推進課） 3,000

・消防団管理事務

国　10/10

・消防団員被服貸与事務

◎ 戸籍住民基本台帳費　（市民部　市民課） 108,487

・マイナンバーカード交付事務事業

国　10/10

◎ 児童措置費・児童福祉施設費　（子ども・子育て担当部　保育・幼稚園課） 61,276

● ●待機児童対策・保育の質向上事業

● ●保育所事務費

● ●保育所事業費

　　　（保育所等給食食材費の価格上昇分臨時負担事業）

　マイナンバーカードの普及拡大を図るため、スーパーマーケットや大型商業施設に顔
写真無料撮影サービスや申請書の記入支援が受けられる特設会場を設置するほか、希
望する企業等へ出向き申請サポートを強化する。

補 助 率

51,198

　給食用食材の価格が高騰している中、これまでどおりの栄養バランスと量が維持された
給食を提供するため、私立保育所等に食材購入費用を支援するとともに、公立保育所の
食材購入費用のうち価格上昇分を市が負担する。

5,223

4,855

補 助 率

1,000

　（一財）自治総合センターの助成を活用し、消防団が災害現場で活動するときなどに必
要な耐切創手袋（刃物に強い繊維で作られた手袋）を追加配備する。

限度額

桑 原 学 校 給 食 共 同 調 理 場
給 食 業 務 委 託

　国宝や重要文化財、県指定文化財の保存修理や維持管理等の費用について、国・
県・市のそれぞれが所有者に補助する。

2,000

　地域消防の中核的担い手である消防団への市民の認知度を高めるため、市内の路線
バスをラッピングし、本市の消防団をPRする。

〈 市 民 福 祉 関 係 〉

　桑原学校給食共同調理場について、令和5年度から5年間の学校給食調理業務の民
間委託を実施するため、債務負担行為を設定し、次年度当初からの執行に必要な準備
を行う。

事 項 期 間

125,034

　給食用食材の価格が高騰している中、これまでどおりの栄養バランスと量が維持された
給食を提供するため、食材の購入費用のうち価格上昇分を市が負担する。

R4～R9年度 786,800

新

新



◎ 感染症対策費　（保健福祉部　保健予防課） 1,727,403

● ●感染症対策事業

国　1/2、県10/10

◎ 予防接種費　（保健福祉部　保健予防課） 1,094,872

● ●新型コロナウイルスワクチン接種事業

国　10/10

◎ 港湾管理費　（都市整備部　空港港湾課） 49,046

・松山空港国直轄整備事業地元負担金

エプロン新設、照明施設整備、滑走路端安全区域設計等

国　70.0%、県　24.7%、市　5.3%

◎ 都市計画総務費　（都市整備部　都市・交通計画課） 6,875

● ●松山空港利用促進協議会負担金事業

　　　（松山空港国内線利用強化緊急支援事業）

県3/4・2/3、市1/4・1/3

◎ 都市計画整備費　（都市整備部　都市・交通計画課） 204,600

・松山広域都市計画変更調査事業

国　1/3

・公共交通利用促進環境整備事業

県　1/2

　感染症の影響を受けた航空需要を早期に回復させるため、国内線の利用促進に係る
事業を県と連携して支援する。

負 担 区 分

事 業 内 容

対 象 事 業 費 923,204

補 助 率

　新型コロナウイルスワクチンの4回目接種を速やかに進めるため、医療機関での接種や
ワクチンの管理・配送などに必要な費用を追加補正する。

補 助 率

51,000

対 象 事 業 費 26,500

負 担 区 分

　オミクロン株の流行による新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏まえ、医師会への
健康管理委託や配食サービス等の自宅療養者支援のほか、クラスター発生時に濃厚接
触者等へPCR検査を実施するために必要な費用を追加補正する。

〈 都 市 整 備 関 係 〉

　国が事業主体となって実施する空港国直轄整備事業のうち、松山空港の施設整備を推
進する事業の経費を「空港法」等の負担基準に基づき支払う。

補 助 率

100,000

補 助 率

　松山圏域を対象に、人々がどのような目的で、どの交通手段を使って移動しているかな
ど「人の動き」を調査し、都市計画の基礎資料として活用することで、持続可能なまちづく
りの実現に生かす。

　公共交通の利用促進に向けて、LRV（低床式路面電車）の導入により、バリアフリー対
策等の環境整備を行う交通事業者を支援する。

新



● ●タクシー運行継続緊急支援事業

◎ 都市公園整備費　（都市整備部　公園緑地課） 6,500

・公園整備安全安心対策事業

国　1/2

 

◎ 労働諸費　（産業経済部　地域経済課） 60,000

● ●コロナ対策雇用維持支援事業

◎ 商工振興費　（産業経済部　地域経済課） 1,788,600

● ●松山市プレミアム付商品券事業

● ●松山市中小企業等緊急資金短期貸付事業

● ●新ビジネス転換チャレンジ支援事業

◎ 観光総務費　（産業経済部　観光・国際交流課） 20,000

● ●誘客促進・観光おもてなし事業

　（観光誘客力向上緊急支援事業）

〈 産 業 経 済 関 係 〉

　「松山市公園施設長寿命化計画」に基づき、堀江地区の「松尾公園」の滑り台やぶらん
こ等の遊具を更新する。

補 助 率

　感染症や燃料価格高騰の影響で、厳しい経営状況となっているタクシー事業者の運行
継続を支援する。

53,600

　感染症の影響を受けながらも従業員の雇用維持に努める中小企業等に対し、国の雇
用調整助成金等の措置に対応し上乗せして補助するとともに、雇用調整助成金等の申
請代行に係る経費を補助し、雇用の安定や事業の継続を支援する。

1,521,600

　コロナ禍や物価高騰などで消費者の節約意識が高まる中、影響を受けている飲食店や
小売店等で消費喚起を行うため、キャッシュレスポイント還元を含む最大30％のプレミア
ム付商品券を発行する。

100,000

　仕入れ価格の上昇などにより経営が圧迫されている中小企業等に対し、短期的に必要
となる資金の無利子貸付を行う。

167,000

　経営層の意識改革や新分野への業態転換などを進める中小企業等に対し、国の補助
制度に上乗せして補助するほか、関連費用や国の要件を満たさない事業も市独自で補
助する。

　コロナ禍での観光誘客力を向上させるため、民間主導による地域資源などを活用した
体験型メニューの造成や、観光サービスの付加価値を高める取り組みを行う事業者等に
補助する。

新

新

新

新



◎ 農業振興費　（農林水産担当部　農水振興課） 101,188

・新規就農者定着支援事業

・農業後継者対策事業

・担い手等経営発展支援事業

● ●物価高騰対策農業緊急支援事業

◎ 林業振興費　（農林水産担当部　農林土木課） 8,400

● ●物価高騰対策木材搬出緊急支援事業

◎ 水産業振興費　（農林水産担当部　農水振興課） 18,470

● ●物価高騰対策漁業緊急支援事業

◎ 商工総務費　（農林水産担当部　市場管理課） 82,587

※卸売市場事業特別会計繰出金

◎ 中央市場管理費・水産市場管理費　（農林水産担当部　市場管理課） 82,587

●新型コロナウイルス対策中央市場消費拡大事業

●新型コロナウイルス対策水産市場消費拡大事業

補 助 率 県　2/3

県　10/10

43,406

　農業経営開始直後の青年新規就農者の経営の安定と就農意欲の向上、農業への定
着を目指し、国の制度を活用して新規就農者の経営開始資金や機械・施設の整備等を
支援する。

補 助 率

〈卸売市場事業特別会計〉 82,587

55,058

27,529

82,587

　原油価格や物価の高騰の影響を受けている漁業者の負担を軽減するため、漁具等の
必需品の購入費用を補助する。

　卸売市場事業特別会計の補正に伴い、一般会計から繰出を行う。

  原油価格や物価の高騰が続く中、市民生活を守るとともに、卸売市場の活性化を図る
ため、市場関係者と連携し、生活に不可欠な生鮮食料品等を割安な価格で販売する。

２． 特 別 会 計

12,361

　原油価格や物価の高騰の影響を受けている農業者の負担を軽減するため、肥料や農
具等の必需品の購入費用を補助する。

　原油価格の高騰に伴い経営が圧迫されている林業事業者に対し、燃料費など木材搬
出に必要な経費の一部を補助する。

　農業の担い手を確保・育成するため、国の「経営継承・発展等支援事業」を活用し、先
代の認定農業者から継承した後継者の経営を発展させる取り組みを支援する。

43,421

　農業の担い手を確保・育成するため、県の「担い手総合支援事業」を活用し、就農前か
ら経営発展までの各段階で技術研修や機械・施設の整備等を支援する。

2,000

新

新

新


